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　　　　　税法と民法の接点＜時効制度＞
東京青年税理士連盟 会    長　森　　智之
　　　　　　　　　 　                                                研究部長　阿部　圭子
[image: image1.png]


日　　　　時：平成２７年１１月２７日（金）
１８：３０～２１：００
場　　　　所：東京税理士会館
講師：関東学院大学法科大学院教授
　　　　　　　志村　武　先生
講 義 内 容 ：「税法と民法の接点」という大枠の中で、
　　　　　　  税法と関係が深い民法の基礎的項目を

　　　　　　　大学で教鞭をとっている教授から講義頂きます。
　　　　　　　今回は権利変動が生じる「時効制度」を中心に、
　　　　　　　その基礎的内容を講義頂く予定です。
対　　　　象：会員・準会員
参　 加 　費：５００円（資料代）
ようやくしのぎやすい季節となりましたが、皆様いかがお過ごしですか。
今回の研究部研修会は、関東学院大学法科大学院教授の志村武先生をお招きし、「税法と民法の接点～時効制度を中心に～」を開催いたします。
税理士は、税理士法第一条で「税務に関する専門家」と規定されています。しかし、その税務を行う前提となるのは、社会生活の基礎となる「民法」等の私法です。
私たち税理士は、顧問先から契約、時効、保証債務や相続など「民法」に関する様々な質問を受けますが、その度に「民法」の勉強の重要性を痛感されている方も多いのではないでしょうか。
そこで、今回は税理士業務を行うにあたって民法でも税法でも登場する＜時効制度＞について、志村先生にご講義いただきます。

「時効の援用」「取得時効」「消滅時効」等々の用語は耳にしますが、そもそも民法上どのように規定されているのでしょうか。その法的効果はどういったものでしょうか。

実務でも売掛債権の問題や、更地と思って相続をした土地に隣人の家屋が建っておりその隣人から「自分のものだ」と主張されてしまった場合など、時に難しい法律問題が絡んだ事案に遭遇します。

法律問題を解決するのは弁護士の仕事ですが、税金の問題も絡んでくるため、税理士も基本的な内容は知らなければなりません。
　この機会に「民法」の基礎知識を身に付けて、税理士の業務に役立てましょう！皆様のご参加を心よりお待ちしております。
                                 
○●志村武先生のプロフィール●○


早稲田大学法学部、同大学院に進学し、早稲田大学法学部助手、1996年より静岡大学助教授、関東学院大学法科大学院助教授を経て2007年より現職。非常勤で早稲田大学法学部、静岡県立大学国際関係学部、税務大学校東京研修所、静岡大学などの講師を務める。


【主な研究テーマ】


アメリカ法と日本法を比較する比較法的アプローチにより、高齢者・知的精神的障害者が幸せに暮らせるために権利擁護の観点から特に任意後見制度を中心として成年後見制度を研究


【著書・共著・論文】


・「アメリカにおける任意後見制度－日本法への示唆を求めて」(1998年9月「ジュリスト」第1141号)


・『高齢者の法律相談』（2005年１月、有斐閣、堀勝洋・岩志和一編）172頁～216頁


・『成年後見制度と障害者権利条約－東西諸国における成年後見制度の課題と動向』（2012年10月、三省堂、田山輝明編著、308頁～350頁


・『特別支援教育大辞典』（2010年3月、旬報社、編集代表　茂木俊彦、「アドボカシー」担当）等著書多数














